
ロードマップの概要①

•被災された方々の「暮らしの場所」や「復興の進展」を見据え、向こう３年間の「目標とする
状態」を年ごとに設定。連携復興が求められる５つの分野で、取り組みを促進する。

「連携復興」の５つの分野と３年後の「目標とする状態」①

1. 被災者生活支援 ： 仮設等での暮らしサポートによる「新しいコミュニティ」の形成
＜取組例＞ NPO等 ：地元団体によるコミュニティ形成支援、見守り活動の展開

企業等 ：本業を通した被災者生活支援
自治会等 ：仮設住宅でのコミュニティ形成
市町村 ：仮設住宅等での生活支援、孤独死防止事業の実施
都道府県・国 ：仮設住宅でのいきがい・しごとづくり支援、就労支援

2. 遠隔避難者支援 ： 情報提供や転居支援などによる「つながり」の実現
＜取組例＞ NPO等 ：避難先の地元NPOによる生活支援、見守り活動の展開

企業等 ：本業を通した避難生活支援
自治会等 ：避難先でのネットワークの形成、地元団体との連携
市町村 ：遠隔避難者の実態把握、地元情報の発信
都道府県・国 ：避難先の県、社協、NPOとの連携

3. 復興まちづくり ： 合意形成と資源マッチングによる「復興まちづくり」のスタート
＜取組例＞ NPO等 ：専門家の派遣を通じた合意形成支援、外部リソースのマッチング

企業等 ：本業を活かした合意形成支援
自治会等 ：住民による合意形成組織の設立、行政との継続的な対話の実施
市町村 ：住民による合意形成組織の承認、合意形成のしくみづくり
都道府県・国 ：「復興円卓会議」の設置・実施



ロードマップの概要②

「連携復興」の５つの分野と３年後の「目標とする状態」②

4. 産業再生・就労支援 ： 地元の「しごととくらしを守り育てるしくみの構築」と展開
＜取組例＞ NPO等 ：地元NPOの育成・支援 就労支援プログラムの実施

企業等 ：被災地の事業所の育成・支援
自治会等 ：商店街等での合意形成組織の設立、地元情報の発信
市町村 ：被災した事業者支援の強化、就労支援プログラムの支援
都道府県・国 ：産業復興支援

5. 多様性への配慮 ： 「ひとり一人を大切にした復興」の実現
＜取組例＞ NPO等 ：専門NPOの育成・支援 就学・就労支援プログラムの実施

企業等 ：被災地の支援団体への支援
自治会等 ：課題ごとのコミュニティの形成、支援団体のネットワークの構築
市町村 ：被災した要援護者の実態把握、関連施設の再建支援
都道府県・国 ：関連省庁・部署との連携体制の構築、関連情報の提供


